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Ⅰ．中小企業団体中央会の概要Ⅰ．中小企業団体中央会の概要

○ 全国中小企業団体中央会は、都道府県中小企業団体中央会及び全国組織の中小企業団体を会員とし、会員団体数の合計は、

２万８，３０６団体（平成３１年４月１日現在）。（図表－１）

○ 中小企業団体中央会の会員は、都道府県内に存在する事業協同組合、企業組合、信用協同組合、商工組合、協業組合、商店

街振興組合、一般社団法人など。その構成員数は、約２３４．３万者の企業が所属し、６５．５％の企業が組合活動に参画 。
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Ⅱ．中小企業組合Ⅱ．中小企業組合

○ 中小企業組合には、経営の近代化・合理化、経済的地位の向上

を図るための「事業協同組合」、組合員となった個人に勤労の場

を確保し、経営の合理化を図るための「企業組合」や、商店街地

域の環境整備を図るための「商店街振興組合」、また、業界全体

の改善と発展を図るための「商工組合」、組合員の事業を統合し、

規模を適正化して生産性の向上、共同利益の増進を図るための

「協業組合」、さらには、生活衛生に係わる業種で組織された

「生活衛生同業組合」などがある。

これら組合の存立数は、約３万６，０００組合となる。

・ 中小企業等協同組合法

（1949年６月１日公布、1949年７月１日施行）

・ 中小企業団体の組織に関する法律

（1957年１１月２５日公布、1958年４月１日施行）

・ 商店街振興組合法

（1962年５月１７日公布、1962年８月１５日施行）

・ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律

（1957年６月３日公布、1957年９月２日施行）

以上の法に基づく組合を「中小企業組合」とする。
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Ⅲ．中小企業の経営環境に関する現状認識Ⅲ．中小企業の経営環境に関する現状認識

○ 直近の調査結果である１２月のＤＩ値は、全９指標のうち７指標が上昇。主要３指標（景況、売上高、収益状況）がすべて
上昇したものの、ＤＩ値としては引き続き大きくマイナスとなっている。１２月は暖冬の影響を受けて、衣料品や家電、一部
地域のホテル・旅館等は例年に比べ、売上が減少。このまま暖冬が続くと更なる影響が懸念される。年末に向けた駆け込み需
要が弱く、業種を問わず、先行き見通しを不安視するコメントも多い。人手不足感が強い中での「働き方改革」への対応は、
受注・収益に留まらず、事業継続等にも大きな影響を与えている。外国人労働者の採用を始めたとのコメントも増加。最低賃
金の引き上げに対する不安の声もある。 （ 「中小企業月次景況調査結果」 全国中央会 令和２年１月２４日）（図表－２）

○ 2019年の年間（１－１２月）でみると8,383件で前年比１．７％増加。倒産件数については減少傾向が続いてきたが、リーマ
ン・ショック時の2008年（1万5,646件）以来、１１年ぶりに前年を上回った。ただし、1990年以降の３０年間で1990年（6,468

件）、2018年（8,235件）に次ぎ３番目に少ない水準。「人手不足」関連の倒産が最多の426件（前年387件）となった。
産業別件数では、消費税率が引き上げられた影響もあり、小売業が前年比８．６％増（1,230件）と増加率が大きい。また、
復興需要やオリンピック需要を背景に活況を呈していた建設業が前年比０．９％増（1,444件）と2008年以来１１年ぶりに増加。
このほか、ドライバー不足による人件費の高騰が深刻化している運輸業も同６．７％増（254件）と多くの業種で増加に転じて
いる。 （「全国企業倒産状況」東京商工リサーチ 令和２年１月１４日発表資料より）

○ 賃金引上げに際して、重要な決定要素である労働生産性は、中小企業では一貫して横ばいで大企業との格差が広がり続けて
おり、労働分配率は７０％台の高水準で推移。（図表－３）

○ 令和元年１０月からの消費増税、史上最高額の最低賃金の大幅アップ、人手不足に対応するための賃上げとそれに伴う雇用
保険などの労働保険や、子ども・子育て拠出金、厚生年金や健康保険料の事業主負担の増額により法定福利厚生費が上昇してき
ており、多くの中小企業は、人材の確保・定着や最低賃金の引上げ等に対応するため、ぎりぎりの対応として行っている状況に
ある。

○ 厳しい企業経営の中で、令和２年４月に迫った時間外労働の上限規制、派遣労働者に係る同一労働同一賃金、費用負担の増
加を含めた業務改革など、中小企業への働き方改革への取組みが目前に迫り、生き残るため厳しい対応を迫られている。
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図表－２ 中小企業の景況 「令和元年１２月の中小企業月次景況調査」より

○ １２月のＤＩは、全９指標中、７指標が上昇。主要３指標（景況、売上高、収益状況）は、製造業・非製造
業ともには上昇しているものの、総じて１０月の消費増税後の反動減後の水準で推移している。

○ 台風等の自然災害や人手不足、中東情勢の悪化等の外的影響から、業況に直接影響を受けているコメントも
多く寄せられており、状況を注視していく必要性がある。

資料：「中小企業月次景況調査（令和元年１２月）」全国中小企業団体中央会 令和２年１月２４日発表



図表－３ 資本金規模別にみた労働分配率の推移図表－３ 資本金規模別にみた労働分配率の推移
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○ ２０１３年（平成２５年）以降の景気拡大局面では、資本金規模を問わず、すべての規模において労働分配率は低下傾向
にある。 （右図の赤枠は各資本金規模別の最大値）

資料：「令和元年度版 労働経済の分析」厚生労働省 令和元年９月２７日

（単位　％）

資本金規模計
資本金10億円以

上
資本金１億円以
上10億円未満

資本金１千万円
以上１億円未満

Ⅰ 64.9 53.3 68.3 75.1

Ⅱ 64.9 53.2 68.0 75.3

Ⅲ 65.0 53.5 68.7 75.1

Ⅳ 65.5 54.4 69.2 75.4

Ⅰ 61.8 52.7 66.3 68.9

Ⅱ 62.0 52.7 66.0 69.4

Ⅲ 62.2 52.9 65.6 69.9

Ⅳ 62.2 53.0 65.0 70.1

Ⅰ 70.2 58.0 72.7 79.7

Ⅱ 70.6 57.9 73.5 80.2

Ⅲ 70.9 57.8 73.9 80.6

Ⅳ 70.8 57.4 74.0 80.5

Ⅰ 71.3 57.9 74.2 81.1

Ⅱ 72.3 58.6 75.2 82.3

Ⅲ 72.8 58.7 76.1 82.8

Ⅳ 73.1 59.4 76.1 82.7

Ⅰ 70.1 55.2 73.2 80.6

Ⅱ 69.7 54.8 72.6 80.7

Ⅲ 69.1 54.4 72.1 80.1

Ⅳ 68.9 54.7 71.9 79.6

Ⅰ 65.1 49.6 69.7 77.1

Ⅱ 65.3 49.7 69.9 77.2

Ⅲ 65.4 49.9 69.7 77.1

Ⅳ 65.5 49.7 70.0 77.8

Ⅰ 73.2 59.7 74.4 83.6

Ⅱ 74.9 62.7 75.5 83.7

Ⅲ 74.2 61.6 75.5 82.7

Ⅳ 71.1 57.8 73.5 80.1

Ⅰ 69.6 55.6 72.1 80.0

Ⅱ 68.0 53.6 70.8 78.6

Ⅲ 67.6 53.1 70.4 78.1

Ⅳ 66.7 52.2 70.7 76.8

Ⅰ 65.4 50.9 69.2 76.6

Ⅱ 64.6 50.0 68.9 75.7

Ⅲ 64.3 49.6 68.8 75.7

Ⅳ 64.2 49.7 68.6 75.0

Ⅰ 64.8 50.6 68.8 75.1

Ⅱ 65.0 51.1 68.6 75.2

Ⅲ 65.1 51.1 68.6 75.8

Ⅳ 64.6 50.4 67.6 75.5

Ⅰ 64.2 49.8 67.3 75.1

Ⅱ 63.7 49.8 66.9 74.5

Ⅲ 63.5 49.5 67.1 74.7

Ⅳ 63.4 49.0 67.1 74.9

Ⅰ 63.6 48.8 67.2 75.6

Ⅱ 63.5 49.1 66.8 75.4

Ⅲ 63.6 49.9 66.4 75.4

Ⅳ 64.0 49.8 66.6 76.0

19 Ⅰ 63.9 49.4 66.8 75.9
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１．基本的な考え方について

○ 事業・業務・作業に係わるいずれかの段階や工程において受発注が行われる際には、受発注者間で合意した完成目標（納入
・納品日、数量、金額等）があり、それに向けて遂行していく。この目標達成に向けて、発注者から直接的な「指揮命令」が
無く、受注者が「生業（なりわい）」とした意思をもって行う場合、「事業者」としてとらえることが適当である。この事業
者は、法人、個人を問わない。

また、同時に、受発注者間で結ばれる文書または口頭での契約について、「請負・委託契約」「労働・雇用契約」の名称の
如何にかかわらず、実質的に「指揮命令」の存在が確認されるか否かで「労働者」「事業者」を判断する。

○ 上記により、雇用類似の働き方を行う者が、「事業者」として判断されることとなった場合には、その取引関係において、
受注者側について、発注者側に比べて小規模性が高く、経営資源のほか取引条件、交渉力、企業規模などで大きく劣る場合、
当該事業者を保護（育成）をしていくため、何らかの措置を取ることが必要。

○ 雇用類似の働き方を行う者について、本検討会中間整理では、「①労働者性を拡張して保護していく方法」「②自営業者の
うち保護が必要な対象者を労働者と自営業者との間の中間的な概念として定義し、労働関係法令の一部を適用する方法」及び
「③労働者性を広げるのではなく、自営業者のうち一定の保護が必要な人に、保護の内容を考慮して別途必要な措置を講じる
方法」の３つの方向性が記載されている。

上記の趣旨からも、「③労働者性を広げるのではなく、自営業者のうち一定の保護が必要な人に、保護の内容を考慮して別
途必要な措置を講じる方法」を今後の方向性として検討すべきと考えるが、あくまで「事業者育成」の観点が必要。
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２．「雇用類似の働き方」として保護の在り方を検討すべき対象者について

○ 令和元年６月にとりまとめられた本検討会中間整理では、「発注者から仕事の委託を受け、主として個人で役務を提供し、
その対償として報酬を得る者」と記載されている。これは雇用類似にあてはまる代表的な形態ではあり、働き方の多様性をふ
まえ、保護（育成）する場合には、対象者の範囲を明確にしていく必要がある。

○ 「雇用類似の働き方」として保護（育成）すべき対象者については、今後も継続・反復して事業を行っていく意思を有する
「個人」の小規模・零細事業者とする。

なお、実質的に個人事業者と変わらない形態ではある「１人法人」など法人化された企業（事業体）及び「個人であっても
親族従業員以外の従業員を雇用している事業者」は、雇用類似の働き方を行う者としては扱わない。これらは、事業者である
ことからも、保護ということではなく、「育成」支援として中小企業対策として検討すべき。

○ 雇用類似の働き方を行う就業者の中には、事業上の独立性や事業主としての自覚がないことから、個人事業主として業務を
受注しながら、何らかのトラブルや請負・委託契約が解約されると、「労働者であるから解雇となり解約は無効である。」、
「労働者であるから残業や休日手当を支払うのは当然である。」と主張する者も現れるのではないか。

○ 以上のことから、雇用類似の働き方を行う者について、一定の保護が必要な人（個人の小規模・零細事業者）に必要な措置
を講じる方法としては、以下の４点に取り組むことが必要である。

① トラブル防止、解決のための公的な「紛争解決相談窓口」の設置

② 労災保険の特別加入制度の活用と厚生年金及び協会けんぽ、健康保険組合への任意加入に向けた制度の改善

③ 中小企業等協同組合法に基づく団体協約、中小企業団体の組織に関する法律に基づく組合協約制度の活用

④ 家内労働を含め、雇用類似の働き方を行う全業種・業態を網羅したルールづくりを行うとともに、「自営型テレワーク
の適正な実施のためのガイドライン」の内容を取り入れ、改良した新たなガイドライン（指針）の策定とその周知徹底
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３．契約条件の明示、契約の締結・変更・終了に関するルールの明確化について

○ 仕事の受注にあたって、主要取引先との「仕事の内容」の取決めについては、「発注事業者から提示を受けるが、自身で選
択し、必要があれば交渉する」が約６割（59.3％）を占めた。しかし、一方で「発注事業者が、一方的・定型的に決定する
（選択や交渉の余地はない）」が約２割（22.4％）も存在している。また、「仕事の報酬」の取決めは、本業では「発注事業
者から提示を受けるが、自身で選択したり、必要があれば交渉する」（36.4％） が最も高く、次いで、「発注事業者が、一
方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）」（33.3％）が高い。一方、「副業」では「発注事業者が、一方的・定
型的に決定する（選択や交渉の余地はない） 」（55.2％）が最も高い。（第１４回検討会参考資料より）

○ 契約は、受発注側双方の合意のもとに成り立つものであるから、契約条件・内容を明確化し、双方が契約内容を確認するこ
とは当然である。そこで、契約適合性の判断等の紛争を予防し、トラブルを最小限に抑えるためにも、業務請負・委託契約書
を書面等で取り交わすことが必要である。

４．報酬の支払確保､報酬額の適正化について

○ 最低報酬に関しては、労働者における時間を単位とする最低賃金と異なり、事業者にとっては受注者側の利益を含んだ「取

引額」として考える必要がある。雇用類似における受発注の仕事は、画一的にすべての事業・業務・作業を時間で換算するこ

とは困難であり、それぞれに差異があることから、算出が不明確になりやすい。

○ また、最低賃金でも見られるように、水準が高くなると最低賃金の水準に張り付き、それに引きずられて報酬額が下がって

しまう懸念も生じることからも、決定された最低報酬額が市場経済における適正な取引（受発注）額になるとは言いがたい。

○ 多岐にわたる事業・業務・作業について、受発注に応じた最低報酬額を、だれが、いつ、どのように決定していくのか疑問

も生じる。そのため、最低報酬額は定めずに、現状のまま、受注者、発注者双方の協議により、取引上、決定すべきである。
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５．公的な支援（紛争が生じた際の相談窓口等）について

○ 発注先との間でトラブルが生じた場合、ヒアリングでは「発注者側の上長に話を上げ、担当者に集約するなど、当事者間で
対応している」旨の意見がみられた。雇用類似の働き方を行う者は、規模が小さく、自らが行う比較的特化された事業分野
以外の経営資源が不足しており、特に対外交渉力や法律・税制等の他分野の専門的知識を有する相談できる人材が周囲にい
ない。そのため、取引先や消費者等との間でトラブルが生じても、どこに相談したらいいのかわからない状況にある。

そこで、業界情報や業界に係る関係法、労働法等を熟知している弁護士に参画していただき、「公的な紛争解決相談窓口」
を設置する必要がある。

なお、法律的に専門家に相談できる法テラスや上記の紛争解決相談窓口については、契約条件の明示など、紛争の未然防止
のための措置と一体的に行っていくことが必要である。そのため、継続的な相談回数の設定と、「相談」を超えた場合、自
己負担を軽減する予算措置が必要である。

○ 雇用類似の働き方を行う者は、国が管理する国民生活センターや地方公共団体が管理する消費者相談センターに電話相談す
る例がみられている。しかし、消費者相談センターは、フリーランス等の雇用類似の働き方を行う者を事業者として認識し
ており、公益財団法人全国中小企業振興機関協会やその都道府県協会が設けている「下請かけこみ寺」を紹介する事例も少
なくない。そのため、この「下請かけこみ寺」に関連した下請取引適正化予算を拡充し、相談しやすい体制に強化していく
必要がある。

○ 雇用類似の働き方におけるトラブルは「取引」に関する相談に限らず、ハラスメントのような人間関係に伴うトラブルも想
定されることから、よろず支援拠点、商工会・商工会議所の専門家派遣・相談に関して、利用しやすい回数、自己負担が極
力少なくなるような助成措置にしていくことが必要である。

また、雇用類似の働き方を行う者が事業協同組合等の中小企業組合に加入しているのであれば、当該組合に紛争申込依頼を
しなくても、中小企業団体中央会に組合員名簿等を提示するだけで、中小企業団体中央会が専門家につなぐ助成措置の検討
も必要である。
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６．発注者との集団的な交渉について

○ 中小企業等協同組合法において、事業協同組合等による団体交渉が可能である（中小企業団体の組織に関する法律において
は、団体協約を組合協約として制度化されている。同様の制度である。）。

中小企業と大企業との継続的に行われる取引関係は、大企業の取引上の地位の優越性から、取引事業者間でさまざまな支配
従属関係が生み出されるなど、企業間取引にさまざまな歪みが生じている。そこで、中小企業等協同組合法 第９条の２
第１項第６号では、事業協同組合及び事業協同小組合に「組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結」事業を
中小企業団体の組織に関する法律 第１７条第７項では、商工組合に「組合員のためにする組合協約を締結することができ
る」としている。

○ なお、事業協同組合等の組合員と取引関係がある事業者（小規模の事業者を除く。）は、その取引条件について事業協同組
合等の代表者が団体協約を締結するため交渉をしたい旨を申し出たときは、誠意をもってその交渉に応ずるものとされる。

○ さらに、交渉の当事者の双方又は一方は、当該交渉ができないとき又は団体協約の内容につき協議が調わないときは、行政
庁に対し、あっせん又は調停を申請することができる。

○ この団体協約、組合協約締結事業を利用して、組合を構成する組合員の集団的な力を結集して、発注者である取引先企業と
の間の契約条件の交渉をしていくよう、環境を整備していく必要があると考えられる。団体協約、組合協約締結事業を推進
し、発注者との間で、契約条件の改善のための交渉を行う方策がある。

また、行政庁のあっせん又は調停により、行政庁が仲介し、団体協約、組合協約の締結を支援していくことが必要である。
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＜参 考＞
○ 中小企業等協同組合法 第２節 事業

（事業協同組合及び事業協同小組合）

第９条の２

６ 組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結

・ ・ ・

・ ・ ・

１２ 事業協同組合又は事業協同小組合の組合員と取引関係がある事業者（小規模の事業者を除く。）は、その取引条件について事業協同組合又は事業協同小組合の代
表者（これらの組合が会員となつている協同組合連合会の代表者を含む。）が政令の定めるところにより団体協約を締結するため交渉をしたい旨を申し出たときは
、誠意をもつてその交渉に応ずるものとする。

１３ 第１項第６号の団体協約は、あらかじめ総会の承認を得て、同号の団体協約であることを明記した書面をもつてすることによつて、その効力を生ずる。

１４ 第１項第６号の団体協約は、直接に組合員に対してその効力を生ずる。

１５ 組合員の締結する契約であつて、その内容が第１項第６号の団体協約に定める基準に違反するものについては、その基準に違反する契約の部分は、その基準によ
つて契約したものとみなす。

（あつせん又は調停）

第９条の２の２ 前条第１２項の交渉の当事者の双方又は一方は、当該交渉ができないとき又は団体協約の内容につき協議が調わないときは、行政庁に対し、そのあつ
せん又は調停を申請することができる。

２ 行政庁は、前項の申請があつた場合において経済取引の公正を確保するため必要があると認めるときは、すみやかにあつせん又は調停を行うものとする。

３ 行政庁は、前項の規定により調停を行う場合においては、調停案を作成してこれを関係当事者に示しその受諾を勧告するとともに、その調停案を理由を付して公表
することができる。

４ 行政庁は、前２項のあつせん又は調停については、中小企業政策審議会又は都道府県中小企業調停審議会に諮問しなければならない。

○ 中小企業団体の組織に関する法律 第二節 事業

（商工組合の事業）

第１７条

７ 商工組合は、その事業に関し組合員のためにする組合協約を締結することができる。

８ 商工組合の事業については、協同組合法第九条の二第十項から第十五項まで、第九条の三から第九条の六まで及び第九条の七（事業協同組合の事業）の規定を準用する。
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７．セーフティネット関係について

○ 雇用類似の働き方は多様であり、負傷や疾病に対するリスクへの対応のニーズは必ずしも一律ではない。そこで、労災保険に
ついては、個人タクシー業者や個人貨物運送業者、土木、建築その他の工作物の建設、改造などを行う一人親方に認められてい
る特別加入制度を雇用類似の働き方を行う者（代表者や同居の家族従業員）への適用を検討していく必要がある。

○ 厚生年金については、法人事業者は１人法人であっても、その代表者は加入できるが、個人事業者自身の加入は認められてい
ない。そのため、雇用類似の働き方を行う者も含め、個人事業者も任意に加入できるよう検討する必要がある。また、健康保険
についても、個人事業者が協会けんぽ等に加入できるよう検討する必要がある（保険料の負担率等については、別途協議。）。

○ 個人事業者が従業員を雇用している場合、従業員の退職金に充てるため、独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職
金共済事業本部（中退共）が運営している「中小企業退職金共済制度」への勧奨も必要。

※ 中小企業退職金共済制度は、中小企業の従業員の福祉の増進と中小企業の振興に寄与することを目的として、昭和３４年に中小企業退職金
共済法に基づき設けられた中小企業のための国の退職金制度。事業主と生計を一にする同居の親族についても、事業主との使用従属関係等が

認められる書類の提出により、従業員性が確認できれば加入できる。事業主が中退共と退職金共済契約を結び、毎月の掛金を金融機関に納付

する。従業員が退職したときは、その従業員に中退共から退職金が直接支払われる。（「加入企業：３７万１，４８０所 加入従業員３５２

万６，４７４人（令和元年１１月末現在）」同機構ＨＰ）

○ 個人事業者が、自らの事業の廃業や退職時の生活資金などのために積み立て、事業資金の借入れもできる小規模企業の経営者
のための退職金制度として、独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営している「小規模企業共済制度」への勧奨も必要。

※ 小規模企業共済制度は、昭和４０年に小規模企業共済法に基づき設けられた小規模企業経営者、個人事業者のための退職金制度。小規模企
業経営者や個人事業主は一般の労働者・従業員と比べ、社会保険や労働保険など各種制度の恩恵を受けることが少なかったため、制度を補完

する機能を有している。（「加入者数：約１３８．１万人、共済金平均受給額：１，０８７万円、平均在籍年数は約１９年（平成３０年３月

末現在）」中小企業基盤整備機構ＨＰ）
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９．契約継続等の保障について

○ 雇用類似の働き方を行う者は、単発・不定期の仕事を受注していることが少なくないため、契約継続の保障が確実とは言
いがたい。しかしながら、契約継続が保護としてなされてしまっては、発注側は優れた技術・技能、ノウハウ等を有した受
注先（取引先）の発掘、確保にならず、適正な競争が妨げられるおそれも生じる。そのため、双方の意思に反した契約継続
の縛りを行う必要はない。
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８．マッチング支援について

○ インターネット上でのプラットフォームとして仲介ビジネスが拡大している現在、公的にビジネスマッチングの仲介や紹
介等に係る最低限のルールを示し、経済の活力を失わないような制度を創設していくことも必要である。

○ 現在のハローワークで仕事のマッチングを行うことは業務対象外。また、働き方改革等に関連する業務量の増大で、人員
数、能力面からも新しい機能を付加することは限界。

○ そこで、雇用類似の働き方を行う者を含め、広く一般的な個人事業者でも利用ができ、ビジネスパートナーを見つけやす
いよう、信頼できる公的機関が、マッチングビジネスを行う仲介事業者に対して、許可（または認可）を与えていくことが
取引の安全性、信頼感に繋がるのではないか。なお、これは労働関係の保護施策としてではなく、中小企業の支援施策とし
て検討する方がよいのではないか。

○ 例えば、独立行政法人中小企業基盤整備機構が行うインターネットサイト「ジェグテック」は、日本の中小企業と国内大
手企業・海外企業をつなぐビジネスマッチングサイトである。このようなサイトの仕組みも参考として、許可（又は認可）
を受けたマッチングビジネスを行う事業者は、個人事業者がビジネスパートナーを見つけ、仕事の受発注（マッチング）を
期待できるよう、制度上のルールとシステムの改善など一定のプラットフォーム環境を提供していくことも必要である。



１０．損害賠償関係について

○ 法人・個人事業者を問わず、代表者の多くは、個人資産を保有しているようにみえても、土地、建物、自宅、車等は会社
所有や、すでに担保物権となっていることが多く、事業の停滞などで経営危機に陥ると無限責任の状況に追い込まれること
もある。代表者は、取引先との関係継続にも腐心し、従業員の生活を保障していかなければならない責務もあり、過酷な経
営状態に陥る危険性を常に含んでいる。

○ 株式会社は有限責任であり、法人の事業資産と経営者個人の資産が分離されていることとなっているが、いまだ実際には
経営者本人の個人保証等が存在している。雇用類似の働き方を行う独立した自営業者であっても、受発注双方の場面で契約
違反した場合は、損害賠償責任を負うこととなる。

○ 雇用契約は労務の提供に対して賃金が支払われ、請負契約は仕事の完成に対して報酬が支払われる。雇用類似の働き方を
行う者は、仕事の完成により報酬を得ることとなり、報酬請求権が請負契約の締結と同時に成立されるのではないか。

また、請負業務が履行不能となった場合、既に施行された部分は発注者にとって利益となることから、発注者に対して、
完成した出来高に応じた報酬を請求する権利が生じると考えられる（委任契約では、民法第６４８条において、履行した割
合による報酬請求権が認められているのではないか。）。

○ 損害賠償請求の危険性に備え、公的な制度を新たに設けることにより、現在、すでに損害保険会社が実施するビジネス総
合保険（ＰＬ賠償、リコール、情報漏えい、サイバー、施設賠償、業務遂行賠償等）や所得補償制度など、民間の賠償責任
保険等への加入を勧奨する方が得策である。なお、その際の支払い保険料については、全額必要経費として支出可能にして
いただくとともに、利益が生じた場合には、一定額を税額控除できるなど、税制面での支援措置が有効である。
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